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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　互いに接続される材料の内、一方の材料（以下、接合相手という）の表面に他方の材料
を連続させて接続する前に、これらの前記材料が接合相手となることで達成可能な接着強
度を決定するためのアレンジメントであって、当該アレンジメントによる決定のために、
所定の波長範囲内の電磁放射線の空間分解スペクトル分析のために設けられた複数の検出
器が列配置で又は行列配置で配置され、当該検出器は電子評価部に接続され、広帯域放射
線源から出射した電磁放射線が、前記接合相手の表面で、又は、前記他方の材料が連続し
て接続される前記接合相手の表面上に形成された層で反射した後に、及び／又は、電磁放
射線を透過する前記接合相手に照射した後に、前記検出器に当たるように配置され、
　電磁放射線が反射又は透過する表面で、前記表面に沿った方向に均一で、さらに時間的
に均一な電磁放射線の強度が観察されるように照射が行われ、
　少なくとも前記接合相手又はその表面に形成されるコーティング層は、その電磁放射線
が向けられる表面が、各波長の電磁放射線を１００％吸収せずに、少なくとも２％の透過
又は反射が可能な材料から形成されており、
　前記接合相手の予め設定可能な表面上に配置された個々の局所点に関して、空間解像度
及び波長解像度を有して検出された前記検出器の測定信号が前記所定の波長範囲内で検出
できるように電子評価部が配置され、その際、複数の位置で検出された測定信号は、検出
された表面（ハイパーキューブ）の各部分領域と関連付けることができ、
　前記電子評価部は、さらに有意な特徴を選択するデータ削減を、波長解像度を有して検
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出された検出表面の部分領域の全ての測定信号に対して実行可能であり、
　前記電子評価部は、さらにこれらの選択された特徴と、予め決定され電子メモリに記録
された回帰モデルとを用いて、対応する接着強度についての評価を行うことができ、前記
回帰モデルは、前記接合相手に前記他方の材料が連続して接続され接着強度が決定された
前記接合相手から類似の方法で得られた特徴セットを用いて準備され、前記回帰モデルに
おいて前記決定された接着強度は異なる測定処理を用いて決定された、
　アレンジメント。
【請求項２】
　主成分分析、テクスチャ情報の抽出、平均値形成、標準偏差の決定、及び／又は、それ
らの組み合わせによる特徴抽出によりデータ削減ができるように、電子評価部が構成され
ることを特徴とする、
請求項１に記載のアレンジメント。
【請求項３】
　検査される部分領域は、５００μｍ×５００μｍ～１５００μｍ×１５００μｍ又は２
ｍｍ×２ｍｍの範囲の大きさを有することを特徴とする、
請求項１又は２に記載のアレンジメント。
【請求項４】
　電磁放射線の前記接合相手の表面に対する照射は、照射される前記接合相手の表面の垂
線に対して、０°以上９０°未満の範囲の少なくとも１つの角度で行われることを特徴と
する、
請求項１～３のいずれか一項に記載のアレンジメント。
【請求項５】
　前記電子評価部の前記測定信号に対する前記検出及び前記電子評価部の前記接着強度に
対する前記評価は、入射面に対して少なくとも１つの規定された既知の偏光面を有する少
なくとも１つの偏光子を用いて行うことができることを特徴とする、
請求項１～４のいずれか一項に記載のアレンジメント。
【請求項６】
　材料が連続して接続される前記接合相手と前記検出器とは、互いに少なくとも１つの軸
に沿って、好ましくは互いに一定の間隔で移動可能であることを特徴とする、
請求項１～５のいずれか一項に記載のアレンジメント。
【請求項７】
　前記放射線源は、
　電磁放射線を形成する光学要素を有する、又は、
　電磁放射線を表面上に拡散させて出射し、特に中空体内に配置されており、散乱された
電磁放射線の入射を防ぐ絞りが、電磁放射線の光学経路中の前記検出器の前に特に好まし
くは配置されることを特徴とする、
請求項１～６のいずれか一項に記載のアレンジメント。
【請求項８】
　材料が連続して接続される前記接合相手同士が、異なる材料又は物質から形成された複
数の層で好ましくは形成された多層構造を形成することを特徴とする、
請求項１～７のいずれか一項に記載のアレンジメント。
【請求項９】
　前記検出器の行列配置は、ハイパースペクトルカメラを用いた光学要素及び評価電子装
置により形成されることを特徴とする、
請求項１～８のいずれか一項に記載のアレンジメント。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は接合相手の表面に材料を連続させて接続する前に達成可能な接着強度を決定す
るためのアレンジメントに関する。ここで、接合相手同士は、接着剤接合、溶接、あるい
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は、はんだ付けによって、互いに接続され得る。この点、同じ材料、特にプラスチック、
金属、又は、セラミックスから形成された接合相手同士が互いに等しく接続されるか、少
なくとも一方の接合相手がポリマーから形成された接合相手同士が互いに等しく接続され
る。異なる材料からなる接合相手同士もまた、材料を連続させて接続する前に調査され得
る。以下で接合相手とも呼ばれる構成要素の表面に塗られるコーティング層の達成可能な
接着強度もまた、当該コーティング層が形成される前に決定され得る。
　この点、接着強度は達成可能な接着効果として理解され得る。
【背景技術】
【０００２】
　従来、そのような接着強度は、通常好んでＤＩＮ６５４４８に準拠した楔試験、ＩＳＯ
４６２４に準拠した引き抜き試験、ＤＩＮ５３２８２に準拠したＴ型剥離試験、ＤＩＮ５
３２８８に準拠した引張強度、ＤＩＮ５３２８９に準拠したローラー型剥離試験及びその
他の試験方法によって、試験されてきた。しかしながら、そのため、まさに実際の試験が
複数日を要するように、材料を連続させて接続し、硬化させた後にしか、対応するサンプ
ルを試験することができない。そのため、製造中に直接試験することはできない。更に、
それらの試験は、サンプルを破壊する必要がある手法である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　コーティング層の接着強度は、典型的にはテープ試験によって決定される。これは、コ
ーティング層を形成した後にのみ実行することができる。そのため、予測することはでき
ない。更に、そのコーティング層は、破壊され、各基板は少なくとも傷付けられる。
【０００４】
　そのため、本発明の目的は、かなり短縮された時間で十分に正確な結果が得られ、よっ
て製造工程においてインライン測定にも使用することができるように、接合相手の表面に
材料を連続させて接続する前に、達成可能な接着強度を非破壊で決定する可能性を提供す
ることである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　この目的は、本発明による請求項１に係る特徴を有するアレンジメントにより達成され
る。本発明の有利な実施形態及び更なる展開は、従属請求項で示される特徴を用いて実現
できる。
【図面の簡単な説明】
【０００６】
【図１】「Ｓｙｍ２」ウェーブレットを用いたウェーブレット変換である。
【図２】ＤＩＮ６５４４８の楔試験おけるクラック進展を予測するための準備された回帰
モデルであって、それによりクラック進展から達成可能な接着強度を計算することができ
るものである。
【発明を実施するための形態】
【０００７】
　本発明による接合相手の表面に材料を連続させて接続する前に達成可能な接着強度を決
定するためのアレンジメントは、ある波長幅内の電磁放射線の空間分解スペクトル分析用
の複数の検出器を有する。この目的のために、これらの検出器は、列配置で、又は、行列
配置で配置される。検出器は、電子評価部に接続されており、広帯域放射線源から出射さ
れた電磁放射線が、一方の接合相手の表面で又は材料が連続して接続される接合相手の表
面に形成された層で反射した後に、及び／又は、電磁放射線を透過する接合相手に電磁放
射線を照射した後に、検出器に当たるように配置される。ここで、照射は、電磁放射線が
反射し又は透過する表面で、電磁放射線の一様な強度が観測されるように行われる。それ
ゆえ、同時に検出される各表面は、一応な強度で照射されるべきである。広帯域照射では
、波長幅内にある電磁波は、調査される一方の接合相手の各表面に向けられる。
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【０００８】
　接合相手又はその表面に形成されるコーティング層は、その電磁放射線が向けられる表
面が、各電磁放射線を１００％吸収せずに、少なくとも２％の透過又は反射が可能な材料
から形成されている。
【０００９】
　電子評価部は、波長幅内で空間分解能及び波長分解能を有する検出器によって検出され
た測定信号を、特定の波長範囲と、照射表面の予め設定可能な部分領域内の個々の局所点
とに関連付けることができるように構成されている。
【００１０】
　ここで、材料が連続した接続に用いる１つの接合相手や全接合相手の全表面に亘って、
検出や評価を行うことができる。しかしながら、１以上の部分表面で決定することもでき
る。
【００１１】
　各照射表面の全ての局所点で波長分解能を有して検出された強度の全体は、波長分解能
を有する１つの次元と、空間分解能を有する２つの次元とを備えた３次元データ構造（ハ
イパーキューブ）を形成する。
【００１２】
　次に、波長分解能を有して検出された部分領域の全ての測定信号のためにデータ削減が
実行可能であるべきであって、そこでは、有意な特徴が選択され、その結果の特徴セット
に対して回帰モデルを用いた回帰処理を行う。回帰モデルは、電子メモリに記録されてお
り、好ましくはより高い測定精度を有する異なる測定処理を用いて接着強度が決定された
サンプルで決定された特徴セットを用いて決定されている。これにより、接着強度を評価
するために少なくとも１つの部分領域を用いて、接続する各部分領域の接着強度に関する
計算書を得ることができる。
【００１３】
　本発明を用いて調査される、接合相手同士の材料が連続した接続は、異なる測定方法を
用いて予め調査されたものと同等の構造又は組成を有する同類に属するべきである。
【００１４】
　材料が連続して互いに接続される接合相手の適切に選択された特徴セットと、異なる測
定処理を用いて測定されたそれらの接着強度との関数関係は、例えば、線形回帰又は非線
形回帰により、部分最小二乗（ＰＬＳ：Partial Least Square）アルゴリズムにより、ニ
ューラルネットワークにより、これらの方法又は他の回帰方法（回帰モデル）の少なくと
も２つの組み合わせにより、決定することができる。
【００１５】
　本発明によるアレンジメントによって検出され、データ削減及び特徴抽出がなされた試
料のデータ記録と、異なる測定処理を用いて測定された試料の接着強度とを用いて準備さ
れた回帰モデルは、電子メモリに含まれるべきである。同等の構造を有し、同様の試料分
類に属する比較調査された試料の接着強度は、電子メモリに記録された回帰モデルを用い
て、本発明によるアレンジメントを用いて決定されたデータセットから決定することがで
きる。
【００１６】
　電子評価部は、本発明によるアレンジメントを用いて測定されたデータセットのデータ
削減及び特徴抽出を行う。ここで、スペクトル情報及びその後の空間情報の評価は、最初
に行うことができる。データ削減、特徴抽出とは逆の順番、又は、データ削減、特徴抽出
の個々のステップの２つ以上の望ましい組み合わせも可能である。
【００１７】
　データ削減及び特徴抽出は、主成分分析（ＰＣＡ：Principal Component Analysis）、
テクスチャ情報のパラメータ化、平均、及び／又は、標準偏差の決定及びこれらの組み合
わせにより行うことができる。
【００１８】
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　主成分分析を用いる場合には、全ての局所点のｎ個の波長の強度（スペクトル）が、座
標変換を用いて、新しい直交座標系、すなわち、主成分空間へと変換される。主成分空間
では、元データが最大分散を有し、ｎが測定波長の数を示す。
【００１９】
　座標変換は、測定された部分表面のデータセットの共分散行列のｎ個の固有ベクトル（
主成分）と、関連付けられたｎ個の固有値とを決定することにより計算される。ｎ番目の
固有値が大きければ大きいほど、対応するｎ番目の主成分が元の分散をより多く説明する
。すなわち、最も大きな固有値を有する固有ベクトルは、データセットの１番目の主成分
であり、データセットの元の分散の最も大きな部分を説明する。最も小さな固有値を有す
る固有ベクトルは、データセットのｎ番目の主成分であり、データセットのいかなる関連
特性も説明しない。特定の数の主成分だけが考慮される。それは、しばしば、データセッ
トの元の分散の例えば９５％よりも大きな十分な説明を既に保証する最初の３～６個であ
る。考慮される主成分の数、すなわち主成分空間の次元は、基準支援（criteria assista
nce）を用いて、例えば、全分散における比率を参照して、又は、スクリーンテストを参
照して、選択することができる。
【００２０】
　新たに拡げられた主成分空間におけるスペクトルの座標は、対応する局所点を十分に特
徴づける、いわゆるスコア値である。
【００２１】
　本発明により検出されたデータが、回帰モデルを準備するための既知の接着強度を有す
る試料のデータと同様に評価されるように、電子評価部を用いてデータ削減及び特徴抽出
を有利に行うことができる。試料の接着強度は、その後、本発明により検出されたデータ
セット、すなわち空間解像度及び波長解像度を有して検出された電磁放射線の強度を用い
て決定される。
【００２２】
　本発明により検出されたデータの評価では、次の手順を好ましく用いることができる。
【００２３】
　変形ａ）
　スコア値を含む、最初の６個の主成分が、好ましくは、部分表面の全ての局所点のスペ
クトル情報の主成分分析により決定される。本発明により検出されたデータは、調査され
る表面の全ての局所点を表わすので、主成分毎のスコア値の領域分布を特定することがで
きる。ここで、スコア値の異なる領域分布の定量化は、各部分表面の主成分の全てのスコ
ア値を用いて決定された異なる統計パラメータにより行われる。それらは、特に、分散、
四分位範囲又は平均絶対偏差である。この手順は全ての主成分に対して用いることができ
る。接着強度の決定は、部分最小二乗（ＰＬＳ）回帰モデルのような回帰モデルに基づい
て電子評価部により行われる。そこでは、パラメータに対して、好ましくは主成分分析（
ＰＣＡ）を更に介して、事前の特徴抽出を更に行ってもよい。
【００２４】
　ここで用いられる回帰モデル（ここでは、ＰＬＳ）は、同等の構造を有する同様の試料
分類の試料を用いて予め決定された。当該試料の接着強度は、異なる測定方法を用いて測
定され、そこでは、特徴抽出の全てのステップは、上記処理と同様に行われた。
【００２５】
　変形ｂ）
　試料上の範囲に分散していると特定できる１つ以上の主成分、特に、主成分毎の局所点
のスコア値は、調査される各部分表面の検出された全ての局所点のスペクトル情報の主成
分解析を介して算出される。ここで、局所点は、スコア値の異なるパラメータによって記
述することができ、造形的な表現として再生することができる。実際のスコア値に加えて
、これはスコア値の空間分解分布のテクスチャ分析の結果から得られるパラメータによっ
て、特に達成することができる。この目的のため、離散ウェーブレット変換（ＤＷＴ：Di
screte Wavelet Transformation）が好ましく用いられる。そこでは、例えば計算を実行
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するための「Ｓｙｍ２」ウェーブレットを用い、そして、更なるパラメータ例えばウェー
ブレットパラメータのエネルギーシグネチャー(二乗和)を続けて計算する。特徴抽出を更
に行い、そして部分表面の特徴「接着強度」を決定するために、接合相手の調査された表
面で決定され計算されたパラメータは、回帰モデル、特に、線形回帰モデルを用いて、決
定することができる。ここで用いられる回帰モデルは、同等の構造と特性を有する同様の
試料分類の試料を用いて予め決定された。当該試料の接着強度は、異なる測定方法を用い
て測定され、そこでは、特徴抽出の全てのステップが上記処理と同様に行われた。
【００２６】
　離散ウェーブレット変換を使用する場合、検出器によって検出された少なくとも１つの
画像のテクスチャ、特に繰り返し構造（周波数）を記述することができる。ウェーブレッ
ト変換（ＷＴ：Wavelet Transformation）は、ハイパス及びローパス周波数によるデジタ
ルフィルタリングに対応する。そこでは、フィルタ関数（ウェーブレット）を変数として
選択可能であると共に、周波数応答が方向依存性を有する。そのため、垂直方向、水平方
向及び対角方向における画像又は造形的な表現をウェーブレット変換すると、異なる結果
が得られる。３次元全ての計算は別々に行われる。結果は、ローパス情報（ウェーブレッ
ト係数）によって決定され、残りの情報は捨てられる。ここで、各画素はウェーブレット
係数を表しており、全画素はウェーブレット行列を表している。更に、ウェーブレット変
換を実行する際に、空間分解能が削減され、情報が分離される。情報の分離は、当初ｍ個
であった画素数から、ウェーブレット変換後にｍ×０．５個の画素がまだ得られることを
意味する。ウェーブレット変換は複数回繰り返し行うことができる。これは、画像の細か
い構造、中程度に細かい構造、及び粗い構造の情報を得るために３つのステージで行われ
得る。しかしながら、３つのステージより多くても少なくてもよい。ウェーブレット行列
の構造又はその造形的な画像化を記述するために、各ウェーブレット変換のウェーブレッ
ト係数から更にパラメータを決定することができる。この点、ウェーブレット行列の係数
の二乗和平方根（エネルギー）、エントロピー、及びグレースケール行列及びそこから得
られるパラメータが頻繁に使用される。
【００２７】
　調査される部分領域は、５００μｍ×５００μｍ～１５００μｍ×１５００μｍの範囲
の大きさを有するべきである。検出は、０．５～１．５μｍの範囲の、好ましくは、１μ
ｍの空間解像度で行うことができるべきである。
【００２８】
　少なくとも３０個の検出器が、好ましくは、少なくとも１００個の検出器がここでは行
に配置されるべきである（ハイパースペクトルカメラ）。
【００２９】
　少なくとも１個の検出器が、好ましくは、少なくとも５０個の検出器がここでは列に配
置されるべきである。
【００３０】
　本発明によるアレンジメントは、適切なビーム成形光学要素と電子評価電子装置とを有
するハイパースペクトルカメラを用いることができる。
【００３１】
　表面の照射は、少なくとも、電磁放射線が入射する表面の垂線に対して０°以上９０°
未満の角度で行われるべきである。電磁放射線を透過する少なくとも１つの接合相手を透
過する照射では、角度は、少なくとも、ほとんど０°から試料垂線までで有利には観測さ
れるべきであり、すなわち、照射は、反射される部分をできるだけ小さく保つために、で
きる限り垂直な方法で、試料表面上に向けられるべきである。照射及び検出は、電磁放射
線の可変入射角で行うこともできる。既に示したように、入射角は、ここでは、０°から
最大８９°の範囲で選択することができる。
【００３２】
　検出は、線形偏光電磁放射線に限定することもできる。この場合、照射面の前及び／又
は後の１つ以上の偏光面の有利な位置合わせを選択することができる。
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【００３３】
　検出器及びまだ材料が連続して互いに接続されてはいない接合相手は、スペクトル分解
方法及び空間分解方法で同時に線を測定することだけができる検出器を用いる上で、相互
に少なくとも１つの軸に沿って、そして、この点に関して、好ましくは、互いに有利な間
隔で特に移動することができる。このように、まだ材料が連続して互いに接続されてはい
ない接合相手に形成された試料は、静的に固定された複数の検出器と放射線源とを用いて
、軸に沿って移動することができる。このことは、上に試料が配置された同様に移動可能
なテーブルを用いて達成することができ、当該テーブルはＸ方向に、任意には、Ｙ方向に
も移動することができる。しかしながら、それぞれの試料が１つ以上の柔軟に変形可能な
材料で形成され、例えば、この点に関してフィルム状であるときは、ローラーからローラ
ーへの巻戻しも可能である。
【００３４】
　電磁放射線を成形する構成要素が放射線源に存在することができる。単純な実施形態で
は、放射線源は顕微鏡と結合できる。しかしながら、放射線源は中空体内に配置されるこ
ともでき、そこから電磁放射線が拡散的に出射し、照射される表面に向けられることがで
きる。中空体は、球体又は円柱であり得る。同時に検出される表面は均一に照射されるべ
きである。ビーム成形を果たすようにそれぞれ用いられる光学要素の選択には、ビーム成
形光学要素を有する放射線源とともに、用いられる波長範囲を考慮すべきである。
【００３５】
　調査される部分表面のサイズと要求される空間分解能とは、検出器の上流に配置される
構成要素の使用と電磁放射線の成形とに影響され得る。単純な実施形態では、カメラ又は
検出器のアレンジメントが、顕微鏡又はテレセントリックレンズと結合されて用いられ得
る。
【００３６】
　電磁放射線の光学ビーム経路中の検出器の前に、散乱された電磁放射線の入射を防ぐ絞
りを好ましくは配置することができる。
【００３７】
　波長範囲が紫外線スペクトルに始まり赤外線スペクトルに終わる電磁放射線は、放射線
源から出射することができる。可視光から近赤外スペクトルにまで入る、すなわち、２５
０～１０００ｎｍの波長範囲からの放射線が特に好ましい。可能であれば、用いられる波
長範囲において、各波長幅内の全ての波長を用いることができるべきである。各波長に関
して検出器を用いて検出可能な強度の検出器の感度／測定精度について、そして、ビーム
誘導部品の光学特性について、制限が、用いられる検出器の感度範囲だけで予め規定され
るべきである。接着強度を決定するための試料のスペクトルの間で最大の分散を有し、可
能な限り小さい測定誤差を有するそれらのスペクトル範囲が好ましくは用いられるべきで
ある。
【００３８】
　電磁放射線の偏光の直接選択を達成できる少なくとも１つの構成要素も、光学経路に存
在することができ、光学経路に統合することができる。
【００３９】
　材料が連続して互いに接続可能な接合相手の試料は、異なる材料又は物質から好ましく
は形成された、複数の層の多層構造であることもできる。試料の基材は、ポリマーフィル
ム、薄い金属フィルム又はガラスフィルムとすることができ、その上に、更に、ポリマー
、セラミックス又は金属の薄いフィルムが異なる組み合わせで適用できる。達成可能な接
着強度の決定はまた、材料が連続して接続される２個以上の接合相手のためにも行うこと
ができる。この点、例えばスタック状にそれらを互いに上に配置することもできる。既に
示したように、接合相手同士は接着剤接着によって材料を連続させて接続することができ
る。この点、材料が連続した接合相手同士の表面間に、適切な接着剤が設けられている。
この 材料が連続した接続は、材料を追加する又は材料を追加しない溶接によっても形成
され得る。また、達成可能な接着強度は、半田接続部のためにも決定され得る。金属又は
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セラミックスの表面上にＣＶＤ又はＰＶＤプロセスによって形成される色層、プラスチッ
ク層などのコーティング層に期待される接着強度でも決定することができる。
【００４０】
　用いられる検出器、電子評価部、そして、任意には放射線源もが、本発明に従う配置で
用いることができる、いわゆるハイパースペクトルイメージングシステムとなることがで
きる。それにより、スペクトル情報に加えて、試料の検出された各部分領域のテクスチャ
情報を得ることができる。
【００４１】
　検出された波長範囲（スペクトル）の個々の波長に関して、個々の局所点で測定された
強度の検出に基づいて決定されたデータの削減は、実際の評価において好都合であり得る
。それによって、接着強度の決定に関連する情報は、関連しない情報から分離することが
でき、そして、電子処理の労力も実質的に削減され、必要とされる時間も同様に削減され
る。非常に複雑で、コストが掛かる電子処理技術を利用する必要はない。
【００４２】
　本発明では統計モデルを準備することができ、それに基づいて、対応する下地部領域に
おける、１つ及び／又は両方の接合相手の検査表面が達成可能な接着強度を予測すること
ができる。この目的のために、好ましくは行状に配置され、波長解像度及び空間解像度を
有して強度を検出できる複数の光学検出器の１つを用いて、データセットを検出すること
ができる。
【００４３】
　達成可能な接着強度は、試料の検査表面の特性により影響を受ける。これらの特性は、
粒子、吸着物、層の厚さ、材料、表面粗さ、表面トポロジーなど、及びそれらの検査部分
表面における分布であり得る。これらの試料固有の特性は、試料と相互作用する電磁放射
線が、異なって（スペクトル的に、強度的に）反射され、散乱され、伝わる効果を等しく
有する。このように、波長解像度を有して検出された試料の検出された部分表面の異なる
局所点の個々の強度（スペクトル）の十分な数の合計は、観測中の試料範囲における接合
相手の期待される接着強度の情報を示すことができる。
【００４４】
　接着強度は、同等の構造を有する同様の試料分類の試料で予め測定された特徴セットを
用いて構成された回帰モデルを利用して、測定された特徴セットを参照して、接着強度を
決定することによって、決定され得る。
【００４５】
　この目的のために、測定された特徴セットに対してデータが削減され、そして、特徴が
抽出される。このように、各部分表面の個々の局所点で検出された波長スペクトルに対し
て、スペクトル特徴抽出、例えば、クラスター解析又は主成分分析を行うことができる。
その結果、回帰モデルで用いられるパラメータは、クラスターの数及び分布、主成分のス
コア値、又は、それらの分布であり得る。
【００４６】
　更に、画像圧縮方法を、特徴抽出のためのテクスチャ評価に用いることができ、テクス
チャ評価では、各部分表面の全ての局所点で検出された個々の波長の強度、複数の波長の
強度の合計又は合計を平均したものの強度、スペクトル特徴削減により決定されたパラメ
ータ、及び／又は、それらを組み合わせたものに対して、画像圧縮を行う。データセット
のテクスチャ情報を説明するために、この点について、ウェーブレット変換、テイラーの
多項式のような他の画像圧縮方法、フーリエコサイン変換、離散コサイン変換、グレース
ケール行列方法を介して、少なくとも１つのパラメータを決定するべきである。
【００４７】
　同等の構造と既知の接着強度とを有する同様の試料分類の試料の測定されたデータセッ
トを用いて準備された校正モデル（回帰モデル）に基づいて、部分表面の接着強度を予測
することができ、そこでは、校正及び予測のために、特徴削減の同一のステップを用いて
、測定された各データセットが扱われる。ここでは、例として、「重回帰分析（ＭＬＲＡ
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：multiple linear regression analysis）」、「主成分回帰（ＰＣＲ：Principal Compo
nent regression）」「部分最小二乗回帰（ＰＬＳ：partial least square regression）
」又は「ニューラルネットワーク」を用いることができる。
【００４８】
　照射強度の横方向の変動を有する試料により引き起こされる強度変動の重なりを横方向
に均一な光照射野により回避することができるようにするために、十分な測定精度の必要
条件は、検出のために用いられる表面の均一な照射である。小さな試料領域のために、顕
微鏡光学系を有利には用いることができる。本発明に従う配置は、異なる光学系、作動距
離、拡大を用いて検出される試料の各表面に適合させることができる。
【００４９】
　試料の達成可能な接着強度の決定は、本発明を用いて、数日の代わりに、数ミリ秒から
数分で行うことができる。非接触非破壊測定も可能である。試料は、追加で処理されたり
、他の方法で準備されたりする必要がない。品質管理及び生産のインラインモニタでは試
料の除去及び分離測定が必要とされないために、これらの場合に用いられることが好まし
い。
【００５０】
　本発明は、次の例により、より詳細に説明される。
　図１は、「Ｓｙｍ２」ウェーブレットを用いたウェーブレット変換である。
　図２は、ＤＩＮ６５４４８の楔試験おけるクラック進展を予測するための準備された回
帰モデルであって、それによりクラック進展から達成可能な接着強度を計算することがで
きるものである。
【００５１】
　例１
　およそ１００ｎｍのシリカがプラズマプロセスによって被覆されたチタン合金のサンプ
ル金属シートが、２ｍｍ×１０ｍｍの選択された表面上で５個の部分表面に分割され、光
源としてのハロゲンランプにより均一に照射された。試料表面全体を幅２ｍｍに亘って波
長解像度及び空間解像度を有して検出できるように、合計１０００×１５０個の光学検出
器が試料上において行列状に配置され、光学系（ここでは顕微鏡）と結合された。試料に
より反射された光の強度の波長解像度を有する検出が、光学検出器を用いて個々の局所点
について行われた。４００ｎｍ～１０００ｎｍの範囲の合計１５０波長が考慮された。試
料表面全体を検出するために、ここでは、試料は検出器の行状の配置に対して垂直に移動
された。
【００５２】
　従って、個々の局所点について検出器により波長解像度を有して検出された強度は、そ
れぞれ２ｍｍ×２ｍｍの大きさを有する試料の部分領域と関連付けられ、ハイパーキュー
ブを形成した。
【００５３】
　続いて、下で説明されるような手順が段階的に続くデータ削減が各部分領域について行
われた。
【００５４】
１．スペクトルの平均値平滑化（移動平均）
２．部分領域のハイパーキューブの主成分分析
　それにより、重要な情報を失うことなく、測定データセットの次元を削減した。この目
的のため、２つのスコア画像が得られるように、２つの主成分を選択した。
【００５５】
　以下に記載された手順が段階的に後に続く離散ウェーブレット変換が各部分領域につい
て行った。
【００５６】
３．スコア画像毎の全ての変換（＝９変換／スコア画像）について「Ｓｙｍ２」ウェーブ
レットを使用して、３方向（水平、垂直、対角）、及び、３つの各ステージ（細かい構造
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【００５７】
４．ウェーブレット変換のパラメータの計算
　　ａ．エネルギー（ウェーブレット行列の係数の二乗和）
【数１】

　ここで、ｐ（ｉ，ｊ）は位置（ｉ，ｊ）でのウェーブレット行列の係数である。
　　ｂ．（シャノン）エントロピー
【数２】

　ここで、ｈはヒストグラムの階級値である。
　　ｃ．グレースケール行列
　　　　　　ｉ．エネルギー（適合性の尺度）
【数３】

　　　　　ｉｉ．コントラスト（分散の尺度）
【数４】

　　　　ｉｉｉ．相関性（画素依存性）
【数５】

　　　　　ｉｖ．均一性(モノトニーの尺度)
【数６】

　ここで、ｐ（ｉ，ｊ）は位置（ｉ，ｊ）でのウェーブレット行列の係数、μは
期待値、σは標準偏差である。
【００５８】
　その後、検査された試料の達成可能な接着強度の決定は、既知の接着強度を有する部分
表面のデータセットと、ステップ１～４に記載された形式に類似するデータ処理とを用い
、予め準備された回帰モデルを用いて行われる。当該回帰モデルは電子評価部の電子メモ
リに記録されている。
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